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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
レンズを保持するホルダー、
前記ホルダーが移動可能に連結され、多角形構造を有するフレーム、
前記フレームが相対移動可能に連結された基板、
前記基板上に設置され、前記レンズと前記基板の間の相対変位を検出する変位センサ、
前記ホルダーの側部に設置された第１のコイル、
前記基板上に設置された第２のコイル、
棒状構造を有し、前記フレーム上に設置され、前記第１のコイルに対向するように前記光
軸に対して対称に位置する一対の第１の磁石、
棒状構造を有し、前記第１の磁石の下方であって前記フレーム上に設置され、前記第１お
よび第２のコイルに対向するように、前記第１の磁石の縦軸方向と平行である縦軸方向を
有する一対の第２の磁石、および、
棒状構造を有し、前記フレーム上に設置され、前記第２のコイルに対向する第３の磁石を
含み、
前記第１のコイルは、前記第１の磁石に対応する上半部および前記第２の磁石に対応する
下半部を有し、
前記第２の磁石は、前記第１の磁石の磁極の方向とは対向する磁極の方向を有し、前記第
１のコイルに電流が印加されたとき、前記第１のコイルと前記第１および第２の磁石との
間に電磁誘導が生じ、前記ホルダーが前記基板に対して前記レンズの光軸に沿って移動し
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、
前記第２のコイルに電流が印加されたとき、前記第２のコイルと前記第２および第３の磁
石との間に電磁誘導が生じ、前記フレームが前記基板に対して前記光軸に垂直な方向に沿
って移動し、
前記第３の磁石の縦軸方向、前記第１の磁石の縦軸方向、および前記光軸の方向は、互い
に垂直であり、
前記光軸から前記第３の磁石までの距離は、前記光軸から前記第２の磁石までの距離より
小さい光学手ぶれ補正機構。
【請求項２】
前記第１の磁石と第２の磁石は、多極性永久磁石として単一に一体成型される請求項１に
記載の光学手ぶれ補正機構。
【請求項３】
前記第３の磁石は、永久磁石を有する請求項２に記載の光学手ぶれ補正機構。
【請求項４】
　前記第３の磁石の体積は、前記多極性永久磁石の体積より小さい、または前記多極性永
久磁石の体積と等しい請求項３に記載の光学手ぶれ補正機構。
【請求項５】
前記ホルダーは、前記ホルダーの側部に形成された凸部を有し、且つ前記第１のコイルは
、前記凸部を囲む請求項１に記載の光学手ぶれ補正機構。
【請求項６】
前記第１のコイルは、楕円形の構造を有する請求項１に記載の光学手ぶれ補正機構。
【請求項７】
前記フレームは、長方形、六角形、または八角形の構造を有する請求項１に記載の光学手
ぶれ補正機構。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
 本出願は、２０１５年９月９日に出願された米国特許仮出願番号第６２／２６５１０６
号、２０１６年４月２９日に出願された台湾特許出願番号第１０５１１３３９４号につい
ての優先権を主張するものであり、これらの全ては引用によって本願に援用される。
【０００２】
　本発明は、手ぶれ補正機構に関し、特に、光学手ぶれ補正機構に関するものである。
【背景技術】
【０００３】
　一般のカメラ、ビデオカメラ、および携帯電話は、通常、撮像用の光学システムを含む
。光学システムは、しばしば外力の衝撃を受けて、内部の光学システムを振動させること
がある。このとき、光路のずれを起こしやすく、光学システムで撮像された画像がぼける
ことがある。従来の台湾特許番号第１４５７６９３号は、従来の光学手ぶれ補正装置を開
示している。オートフォーカス機能が実行されているとき、その内部のコイルに電流が印
加され、コイルとコイルに対応する磁石との間に電磁誘導を生じる。これにより、コイル
と固定されたレンズホルダーを基板に対してレンズの光軸の方向に沿って移動させ、オー
トフォーカスの効果を得ている。光学手ぶれ補正装置内には、Ｘ軸およびＹ軸の変位セン
サが更に設置され、Ｘ軸方向とＹ軸方向に沿った光軸の位置を検出することができる。光
軸が標準からずれたとき、Ｘ軸とＹ軸に対応したコイルと磁石間で発生した電磁誘導によ
り、レンズの光軸の位置を正確な位置に調節するため、Ｘ軸方向とＹ軸方向に沿った光軸
が水平にずれるのを補正することができ、手ぶれ補正の効果を得て、より良い画像品質を
得ることができる。しかしながら、コイルとコイルに対応する磁石の寸法の制限を受ける
ため、従来の手ぶれ補正装置は、往々にしてその体積を更に縮小させることが難しい。
【先行技術文献】
【特許文献】



(3) JP 6346933 B2 2018.6.20

10

20

30

40

50

【０００４】
特開２０１３－２４９３８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　製造コストおよびアセンブリが減少され、且つ小型化、軽量化、および低消費電力の目
的も達成できる光学手ぶれ補正機構を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、レンズを保持するホルダー、フレーム、基板、第１のコイル、第２のコイル
、変位センサ、第１の磁石、第２の磁石、および第３の磁石を含む光学手ぶれ補正機構を
提供する。フレームは、ホルダーおよび基板に移動可能に連結される。第１のコイルは、
ホルダーの側部に設置される。第２のコイルは基板上に設置される。第１と第２の磁石は
、フレーム上に設置され、第１のコイルに対応する。第１の磁石の磁極の方向は、第２の
磁石の磁極の方向に対向する。第３の磁石は、フレーム上に設置され、第２のコイルに対
応する。変位センサは、基板上に設置され、レンズと基板の間の相対変位を検出する。
【０００７】
　一実施形態では、第１の磁石と第２の磁石は、多極性永久磁石として単一に一体成型さ
れる。
【０００８】
　一実施形態では、第３の磁石は、永久磁石を有する。
【０００９】
　一実施形態では、第３の磁石の体積は、多極性永久磁石の体積より小さい、または多極
性永久磁石の体積と等しい。
【００１０】
　一実施形態では、ホルダーは、ホルダーの側部に形成された凸部を有し、且つ第１のコ
イルは、凸部を囲む。
【００１１】
　一実施形態では、第１のコイルは、第１の磁石に対応する上半部および第２の磁石に対
応する下半部を有する。
【００１２】
　一実施形態では、第１のコイルに電流が印加されたとき、第１のコイルと第１および第
２の磁石との間に電磁誘導が生じ、ホルダーを基板に対してレンズの光軸の方向に沿って
移動させる。
【００１３】
　一実施形態では、第１のコイルは、楕円形の構造を有する。
【００１４】
　一実施形態では、基板は、レンズの光軸に実質的に垂直である。
【００１５】
　一実施形態では、フレームは、長方形、六角形、または八角形の構造を有する。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
　添付の図面とともに以下の本発明の様々な実施形態の詳細な説明を検討することで、本
発明はより完全に理解できる。
【図１】本発明の実施形態に係る、光学手ぶれ補正機構の分解図を示している。
【図２】図１の光学手ぶれ補正機構の組み立て後の斜視図を示している。
【図３】図２のＡ－Ａ線に沿った断面図を示している。
【図４】第１の磁石Ｍ１、第２の磁石Ｍ２、および第３の磁石Ｍ３と、第１のコイルＣ１
との間の相対的な位置を示す概略図である。
【図５】図４の第１の磁石Ｍ１と第２の磁石Ｍ２に代替する、単一に一体成型された多極



(4) JP 6346933 B2 2018.6.20

10

20

30

40

50

性永久磁石Ｍ４の概略図を示している。
【図６】図５の多極永久磁石Ｍ４の概略図を示している。
【図７】図２のラインＢ－Ｂに沿った断面図を示している。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　この発明は種々の態様に関連して記述されているが、この発明がさらなる変更ができる
ことは理解される。本用途は、本発明の一般的な原理を用いて、本発明の任意の変形、使
用または改造を含むことが意図される。さらに、本用途は、本発明が属する分野において
公知の、または慣例的実施の範囲内に入るような本開示からの逸脱を含むことが意図され
る。
【００１８】
　本発明の例示的な実施形態についての次の詳細な説明では、本発明の特定の実施形態の
添付の図面を参照し、本発明を実施することができる種々の実施形態を例として示す。以
下実施形態で示される方向の用語、例えば、上、下、左、右、前、または後などは、単に
付加の図式の方向を参照するものである。従って、用いられる方向の用語は説明に用いら
れるものであり、本発明を限定するものではない。
【００１９】
　図１、図２、および図３に示すように、本発明の実施形態の光学手ぶれ補正機構１は、
カメラ（またはカメラ機能を有する電子装置）内に設置されることができ、カメラの振動
により生じた、撮像の画像がぼける問題を防止、または抑制することができる。図１～図
３に見られるように、光学手ぶれ補正機構１は、主に、ホルダー１０、長方形のフレーム
２０、基板３０、上スプリング４０、下スプリング５０、複数のサスペンションワイヤ６
０、複数の第１のコイルＣ１、複数の第２のコイルＣ２１と２２、複数の第１の磁石Ｍ１
、複数の第２の磁石Ｍ２、および複数の第３の磁石Ｍ３を含み、第１のコイルＣ１、およ
び第２のコイルＣ２１とＣ２２は、楕円形の構造を有することができる。理解すべきこと
は、基板３０の下方には、基板３０と相互に固定されたイメージセンサ（図示されていな
い）、例えば、電荷結合素子（ＣＣＤ）が設置されている。また、ホルダー１０の内部に
は、イメージセンサに対応した光学レンズ（図示されていない）が設置される。基板３０
は、レンズの光軸７０に実質的に垂直である。光学レンズとイメージセンサにより、カメ
ラは撮像または録画に用いられることができる。光学レンズとイメージセンサの間に設置
された光学手ぶれ補正機構１により、Ｘ軸方向とＹ軸方向に沿ったレンズおよびレンズの
光軸７０が水平にずれるのを補正することができ、手ぶれ補正の効果を得て、より良い画
像品質を得ることができる。
【００２０】
　図１に示されるように、ホルダー１０は、光学レンズを収容する空間Ｒを形成し、一対
の第１の磁石Ｍ１は、棒状構造を有し、フレーム２０上に設置され、一対の第１の磁石Ｍ
１は、光軸７０に対して対称に位置し、第１の磁石Ｍ１の磁極の方向（Ｎ－Ｓ）は、Ｘ軸
と平行である。また、一対の第２の磁石Ｍ２は、同様に棒状構造を有し、フレーム２０上
に設置され、第１の磁石Ｍ１の下方にそれぞれ位置し、且つ第２の磁石Ｍ２の長辺方向で
ある縦軸方向（Ｙ軸に平行）は、第１の磁石Ｍ１の長辺方向である縦軸方向（Ｙ軸に平行
）と平行であり、第２の磁石Ｍ２の磁極の方向（Ｎ－Ｓ）は、Ｘ軸と平行であるが、第１
の磁石Ｍ１の磁極の方向と対向し、互いに反対方向を向いている。図１に示すように、一
対の第３の磁石Ｍ３は、棒状構造を有し、フレーム２０上に設置され、第３の磁石Ｍ３は
、光軸７０に対して対称に位置し、且つ第３の磁石Ｍ３の長辺方向である縦軸方向（Ｘ軸
に平行）、第１の磁石Ｍ１の縦軸方向（Ｙ軸に平行）、および光軸７０の方向（Ｚ軸に平
行）は、互いに垂直である。第３の磁石Ｍ３の磁極の方向（Ｎ－Ｓ）は、Ｙ軸方向に平行
である。具体的に言えば、第３の磁石Ｍ３は、第１と第２の磁石Ｍ１とＭ２と異なる、フ
レーム２０の２つの対向する側部に設置される。
【００２１】
　図１～図３に示すように、ホルダー１０は、ホルダー１０における対向する２つの側部
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にそれぞれ形成された２つの凸部１１を有し、第１のコイルＣ１は、ホルダー１０上に設
置され、凸部１１を囲む。図１および図３に示されるように、各第１のコイルＣ１は、第
１の磁石Ｍ１に対応する上半部Ｃ１１および第２の磁石Ｍ２に対応する下半部Ｃ１２を有
する。また、２対の第２のコイルＣ２１とＣ２２は、Ｙ軸およびＸ軸に沿って、基板３０
の上に対向して設置され、第２と第３の磁石Ｍ２とＭ３にそれぞれ対向する。変位センサ
（図示されていない）は、基板３０上に設置され、ホルダー１０と基板３０間の相対変位
を検出する。
【００２２】
　特に、ホルダー１０は、上スプリング４０と連結され、且つ上スプリング４０は、フレ
ーム２０と連結される。また、ホルダー１０は、下スプリング５０と連結され、且つ下ス
プリング５０は、フレーム２０と連結される。従って、フレーム２０が外力の衝撃を受け
たとき、ホルダー１０は、上スプリング４０と下スプリング５０によって、フレーム２０
に対して光軸に沿って移動し、カメラの振動が効果的に吸収されることができ、ホルダー
１０およびホルダー１０の中に収容された光学レンズが偶発的に損傷するのを回避するこ
とができる。また、本実施形態では、サスペンションワイヤ６０の一端は、例えば、はん
だによってフレーム２０と連結されることができ、もう一端は、例えば、はんだによって
基板３０と連結されることができる。従って、フレーム２０が外力の衝撃を受けたとき、
フレーム２０は、基板３０に対して光軸７０（ＸＹ面に平行）に垂直な方向に沿って移動
することができ、カメラの平行方向の振動も効果的に吸収されることができる。
【００２３】
　具体的に言えば、ホルダー１０は、上スプリング４０と下スプリング５０によってフレ
ーム２０に連結され、且つ上スプリング４０と下スプリング５０は、例えば金属シートな
どの弾性材料を含む。従って、ホルダー１０の移動方向が制限され、ホルダー１０の移動
方向をレンズの光軸７０の方向と平行に保つことができる。また、フレーム２０は、弾性
材料（例えば、薄い金属棒など）を含むサスペンションワイヤ６０によって基板３０に連
結されるため、フレーム２０は、サスペンションワイヤ６０によって、支持されることが
できる。ホルダー１０およびフレーム２０上に設置された第１、第２、第３の磁石Ｍ１、
Ｍ２、Ｍ３は、サスペンション機構を形成するため、フレーム２０が外力の衝撃を受けた
とき、フレーム２０は、基板３０に対して光軸７０（ＸＹ面に平行）に垂直な方向に沿っ
て移動することができ、カメラの振動が効果的に吸収されることができる。
【００２４】
　特に、オートフォーカス機能が実行されているとき、第１のコイルＣ１に電流が印加さ
れ、第１のコイルＣ１と第１のコイルＣ１に対応する第１と第２の磁石Ｍ１とＭ２との間
に電磁誘導を生じる。これにより、第１のコイルＣ１と固定されたレンズホルダー１０が
レンズの光軸７０方向に沿って移動し、カメラの迅速な合焦を得ることができる。
【００２５】
　また、使用者がカメラを振動させたことで、基板に対して光軸７０がずれたとき、基板
３０上の変位センサによって、フレーム２０と基板３０間の水平変位（ＸＹ面に平行）が
検出され、光軸７０ずれ量が判定されることができる。レンズおよびその光軸７０を正確
な位置に補正したいとき、第２のコイルＣ２１に電流が印加され、第２のコイルＣ２１と
第２のコイルＣ２１の位置に対応する第２の磁石Ｍ２との間に電磁誘導を生じ、第２の磁
石Ｍ２およびフレーム２０を基板３０に対してＸ軸に沿って移動させる。同様に、もう一
組の第２のコイルＣ２２に電流が印加されたとき、第２のコイルＣ２２と第２のコイルＣ
２２の位置に対応する第３の磁石Ｍ３との間に電磁誘導を生じ、第３の磁石Ｍ３およびフ
レーム２０を基板３０に対してＹ軸に沿って移動させる。従って、レンズとレンズの光軸
７０がＸＹ面に沿って移動されるように制御されることができ、像ぶれが効果的に抑制さ
れることができる。
【００２６】
　図４に示すように、第１の磁石Ｍ１と第２の磁石Ｍ２は、それぞれ永久磁石を含み、２
つの永久磁石の磁極の方向（Ｎ－Ｓ）は、互いに対向する。また、図５および図６に示す
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ように、第１、第２の磁石Ｍ１、Ｍ２は、多極着磁された永久磁石である多極性永久磁石
Ｍ４として単一に一体成型されることができる。多極性永久磁石Ｍ４の体積は、第３の磁
石Ｍ３を超えるか、または第３の磁石Ｍ３と等しい体積とすることができる。図６に示さ
れるように、Ｘ軸に沿った、多極性永久磁石Ｍ４の上部の磁極の方向（Ｎ－Ｓ）は、多極
性永久磁石Ｍ４の下部の磁極の方向（Ｎ－Ｓ）に対向する。即ち、図４の２つの永久磁石
Ｍ１とＭ２は、単一の多極性永久磁石Ｍ４で代替されることができ、光学手ぶれ補正機構
１の製造コストおよびアセンブリが減少されることができる。図７に示すように、第３の
磁石Ｍ３は、永久磁石を用いることができる。第３の磁石Ｍ３の位置は、基板３０上の第
２のコイルＣ２２にだけ対応すればよいため、ホルダー１０上に第３の磁石Ｍ３と対応す
るその他のコイルを提供する必要がない。従って、Ｙ軸方向に沿った光学手ぶれ補正機構
１の寸法が効果的に減少され、小型化、軽量化、および低消費電力の目的も達成すること
ができる。
【００２７】
　本発明は、実施例の方法及び望ましい実施の形態によって記述されているが、本発明は
開示された実施形態に限定されるものではない。逆に、当業者には自明の種々の変更及び
同様の配置をカバーするものである。よって、添付の請求の範囲は、最も広義な解釈が与
えられ、全てのこのような変更及び同様の配置を含むべきである。
【符号の説明】
【００２８】
１　光学手ぶれ補正機構
１０　ホルダー
１１　凸部
２０　長方形のフレーム
３０　基板
４０　上スプリング
５０　下スプリング
６０　サスペンションワイヤ
７０　光軸
Ｃ１　第１のコイル
Ｃ１１　上半部
Ｃ１２　下半部
Ｃ２１、２２　第２のコイル
Ｍ１　第１の磁石
Ｍ２　第２の磁石
Ｍ３　第３の磁石
Ｍ４　多極性永久磁石
Ｎ、Ｓ　磁極
Ｒ　空間
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